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令和５年度伊達市公営企業会計決算審査意見書の提出につ 

いて 

 

 地方公営企業法第 30 条第２項の規定により、審査に付された令和５年

度伊達市水道事業会計及び伊達市下水道事業会計の決算について審査を

したので、その結果について意見を次のとおり提出します。 
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第１　審査の対象

令和５年度伊達市水道事業会計決算

令和５年度伊達市下水道事業会計決算

第２　審査の期間

　

第３　審査の方法

第４　審査の結果

1

令和６年６月27日から令和６年７月31日

　令和５年度における伊達市水道事業会計及び下水道事業会計の運営状況と会計記録の正確性
及び妥当性を確認し、これを基礎とする決算書類（決算報告書、損益計算書、剰余金計算書、剰余
金処分計算書、貸借対照表）及び決算附属書類（事業報告書、キャッシュ・フロー計算書、収益費
用明細書、資本的収入及び支出明細書、固定資産明細書、企業債明細書）が関係法令に基づい
て作成されているか、また、企業の財政状態及び令和５年度の経営成績が適正に表示されている
か否かを審査し、併せて本事業が、 地方公営企業法第３条に規定する 「企業の経済性を発揮し公
共の福祉を増進する」という原則に則り運営されているかを主眼として審査を行った。
　この審査に当たっては、支払証書及び現金預金は、例月出納検査のなかで確認した。また、貯蔵
品は年度末において実施されたたな卸に立会い、現物の確認を行った。

　審査に付された決算書類及び決算附属書類は、地方公営企業法及び関係法令の規定に基づい
て作成され、 かつ、 その計数は正確であり、 年度末における財政状態及び本年度における経営
成績を適正に表示している。また、事業はおおむね適正に運営されているものと認められた。
　なお、各事業会計の決算審査の概要及び意見については、次のとおりである。



【水道事業会計】



１　　業務概要

増　　減 増減率　（％）

21,289 21,120 169 0.8

54,675 56,176 △ 1,501 △ 2.7

52,216 52,798 △ 582 △ 1.1

95.50 93.99 1.52 ―

　年　　間 5,734,872 5,729,432 5,440 0.1

　1日平均 15,669 15,698 △ 29 △ 0.2

　年　　間 4,998,024 5,114,740 △ 116,716 △ 2.3

　1日平均 13,656 14,013 △ 357 △ 2.5

87.15 89.27 △ 2.12 ―

2

給水区域内人口　（人）

給水人口　（人）

普及率　（％）

配水量（㎥）

有収水量（㎥）

　　　有収率　（％）

　令和５年度末における給水戸数は、前年度に比べ169戸増加したが、給水人口は前年度
に比べ582人の減となっている。年間総配水量は前年度に比べ5,440㎥（0.1％）増加した
が、年間有収水量は前年度に比べ116,716㎥（2.3％）減少し、有収率は87.15％と前年度に
比べ2.12％下降している。

項　　　　　目 令和５年度 令和４年度
前年度比較

給水戸数　（戸）



　　　　　科　　　　　目 予　算　額 決　算　額 増　減　額 執行率（％）

　水道事業収益 1,799,803 1,820,063 20,260 101.1

1,552,216 1,546,537 △ 5,679 99.6

247,584 259,254 11,670 104.7

3 14,272 14,269 475,733.3

 

　　科　　　　　目 予　算　額 決　算　額 繰　越　額 不　用　額 執行率（％）

　水道事業費用 1,684,173 1,605,331 0 78,842 95.3

　営業費用 1,562,339 1,501,803 0 60,536 96.1

　営業外費用 116,831 103,528 0 13,303 88.6

　特別損失 3 0 0 3 0.0

　予　備　費 5,000 0 0 5,000 0.0

　　　　　　　　（単位　：　千円）

　収益的収入の決算額は予算額を20,260千円上回る1,820,063千円（執行率101.1％）となって
いる。

２　　予算執行状況

（１）　収益的収支

収益的収入（税込）

収益的支出（税込）

　収益的支出の決算額は1,605,331千円（執行率95.3％）となっている。
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　営　業　収　益

　営　業　外　収　益

　特　別　利　益

　（注）　水道事業収益の決算額中、仮受消費税及び地方消費税は145,153千円である。

（単位　：　千円）

　（注）　水道事業費用の決算額中、仮払消費税及び地方消費税は122,495千円、消費税及び
地方消費税納付額は42,607千円である。



予　算　額 決　算　額 増　減　額 執行率（％）

368,494 198,718 △ 169,776 53.9

279,100 143,700 △ 135,400 51.5

36,600 2,229 △ 34,371 6.1

17,606 17,606 0 100.0

35,183 35,183 0 100.0

4 0 △ 4 0.0

1 0 △ 1 0.0

予　算　額 決　算　額 繰　越　額 不　用　額 執行率（％）

817,520 606,381 0 211,139 74.2

建設改良費 464,031 252,893 0 211,138 54.5

企業債償還金 351,546 351,545 0 1 100.0

国庫補助金返還金 1,943 1,943 0 0 100.0

（単位　：　千円）

（単位　：　千円）

（２）　資本的収支

科　　　　　目

　資本的収入

　出　資　金

　固定資産売却収入

　企　業　債

　負　担　金

　資本的収入は予算額を169,776千円下回る198,718千円（執行率53.9％）となっている。　　

資本的収入（税込）
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　（注）　資本的支出の決算額中、仮払消費税及び地方消費税は21,764千円である。

　その他資本収入

　補　助　金

　資本的支出の決算額は606,381千円（執行率74.2％）となっている。

科　　　　　目

　資本的支出

　資本的収入額198,718千円が資本的支出額606,381千円に対し不足する額407,663千円につ
いては、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額21,764千円、過年度分損益勘定
留保資金385,899千円を補てんしている。

資本的支出（税込）



増　減 伸率　（％）

1,406,179 1,412,902 △ 6,723 △ 0.5

1,389,909 1,395,969 △ 6,060 △ 0.4

16,270 16,933 △ 663 △ 3.9

1,421,737 1,490,031 △ 68,294 △ 4.6

578,849 578,642 207 0.0

144,952 171,116 △ 26,164 △ 15.3

140,723 173,819 △ 33,096 △ 19.0

556,146 564,999 △ 8,853 △ 1.6

1,067 1,455 △ 388 △ 26.7

△ 15,558 △ 77,129 61,571 79.8

254,459 281,048 △ 26,589 △ 9.5

26 25 1 4.0

60,245 87,450 △ 27,205 △ 31.1

41,460 34,130 7,330 21.5

6,609 7,820 △ 1,211 △ 15.5

0 0 0 0.0

146,119 151,623 △ 5,504 △ 3.6

61,099 85,369 △ 24,270 △ 28.4

60,829 68,476 △ 7,647 △ 11.2

270 16,893 △ 16,623 △ 98.4

177,802 118,550 59,252 50.0

14,272 159 14,113 8,876.1

0 0 0 0.0

192,074 118,709 73,365 61.8

69,787 69,787 0 0.0

0 0 0 0.0

261,861 188,496 73,365 38.9

（単位　：　千円）

　　　　　科　　　　　目 令和５年度 令和４年度
前年度比較

　その他営業収益

　原水及び浄水費

　配水及び給水費

　総　　係　　費

　減　価　償　却　費

 消費税及び地方消費税還付金 

　長期前受金戻入

 支払利息及び企業債取扱諸費 
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３　　経営成績

収益状況（税抜）

　営　業　収　益

  営　業　費　用

　営　業　利　益

　営　業　外　収　益

　営　業　外　費　用

　経　常　利　益

　特　別　利　益

　特　別　損　失

　当年度純利益

　前年度繰越利益剰余金

  その他未処分利益剰余金変動額

　当年度未処分利益剰余金

　給水収益

　雑支出　

　資　産　減　耗　費

　受取利息及び配当金

　補　助　金

　加　入　金

　雑　収　益　



　　

　  　 

　　　　　　（単位　：　円） 

　　　　　　　

　　　　　　　有収水量

給水収益

対象費用

供給単価 278.09 272.93 5.16
年間総有収水量

給水原価 △ 10.92

経常費用-（受託工事費+材料及び不用品売却
原価＋附帯事業費）-長期前受金戻入

278.37267.45
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年間総有収水量

給水損益 10.64 △ 5.44 16.08 供給単価－給水原価

（１）　営業損益

（単位　：　円）

区　　　分 令和５年度 令和４年度 対前年度差 算　出　基　礎

（２）　営業外損益

　営業収益は、有収水量（前年度比2.3％）が減少したことにより、前年度に比べ6,723千円
（0.5％）減少し、1,406,179千円となった。
　営業費用では、配水及び給水費26,164千円（15.3％）、総係費33,096千円（19.0％）、減価償却
費8,853千円（1.6％）、資産減耗費388千円（26.7％）が減少し、原水及び浄水費207千円（0.0％）
が増加となり、前年度に比べ68,294千円（4.6％）減少し、1,421,737千円となった。
　この結果、前年度に比べ営業利益は61.571千円増益となり15,558千円の損失となった。

　営業外収益は、前年度に比べ補助金が27,205千円（31.1％）、雑収益が1,211千円（15.5％）、
長期前受金戻入が5,504千円（3.6％）減少となり、受取利息及び配当金が1千円（4.0％）、加入
金が7,330千円（21.5％）増加したが 、全体では前年度に比べ26,589千円（9.5％）減少してい
る。
　営業外費用では、支払利息及び企業債取扱諸費が7,647千円(11.2％）、雑支出が16,623千円
（98.4％）減少となり、前年度に比べ24,270千円（28.4％）減少している。
　この結果、前年度に比べ経常利益は59,252千円（50.0％）増益の177,802千円となった。

　特別利益は、その他特別利益により14,272千円となった。特別損失の計上はなく、当年度純
利益は192,074千円となった。
　当年度純利益に、前年度繰越利益剰余金69,787千円を加えた当年度未処分利益剰余金は
261,861千円となった。

　有収水量１㎥当たりの供給単価（販売単価）は前年度より5.16円上がり278.09円、給水原価
（費用）は前年度より10.92円下がって267.45円となり、前年度に比べると16.08円収益が回復
し、10.64円の収益増加となっている。

（３）　特別損益　・　最終損益

（４）　供給単価と給水原価



増　減 伸率　（％）

13,894,321 14,192,800 △ 298,479 △ 2.1

13,894,321 14,192,800 △ 298,479 △ 2.1

0 0 0 0.0

1,803,888 1,591,691 212,197 13.3

1,751,757 1,539,111 212,646 13.8

56,538 57,533 △ 995 △ 1.7

△ 5,257 △ 5,364 107 2.0

850 411 439 106.8

0 0 0 0.0

15,698,209 15,784,491 △ 86,282 △ 0.5

3,273,775 3,461,227 △ 187,452 △ 5.4

3,158,405 3,331,691 △ 173,286 △ 5.2

115,370 129,536 △ 14,166 △ 10.9

464,032 489,939 △ 25,907 △ 5.3

316,987 351,545 △ 34,558 △ 9.8

113,253 85,176 28,077 33.0

28,299 46,903 △ 18,604 △ 39.7

5,493 6,315 △ 822 △ 13.0

4,037,228 4,137,408 △ 100,180 △ 2.4

7,385,835 7,340,467 45,368 0.6

△ 3,348,607 △ 3,203,059 △ 145,548 △ 4.5

　負債合計 7,775,035 8,088,574 △ 313,539 △ 3.9

6,394,612 6,240,720 153,892 2.5

6,394,612 6,240,720 153,892 2.5

0 0 0 0.0

1,528,562 1,455,197 73,365 5.0

884,745 884,745 0 0.0

643,817 570,452 73,365 12.9

　 7,923,174 7,695,917 227,257 3.0

15,698,209 15,784,491 △ 86,282 △ 0.5

7

　繰　延　収　益

　資　本　金

　剰　余　金

　企業債

　未払金

　預り金

　賞与等引当金

　長期前受金

長期前受金収益化累計額

　自己資本金

　借入資本金　

　資本剰余金

負債　・　資本合計

　利益剰余金

　資本合計

４　　財政状況

　資産合計

　退職給付引当金

　流　動　負　債

　企業債

　　　　　　　　（単位　：　千円）

　固　定　資　産

  流　動　資　産

　固　定　負　債　

　有形固定資産

　無形固定資産

　現金預金

　未収金

  貸倒引当金

　貯蔵品

　その他流動資産

科　　　　　目 令和５年度 令和４年度
前年度比較



（１）　資　産

（２）　負債及び資本

8

　資産勘定は前年度に比べ86,282千円（0.5％）減少し15,698,209千円を計上している。

　有形固定資産で298,479千円（2.1％）減少しているが、これは、建物、構築物、機械及び装置につ

いて、減価償却累計額が増加したためである。

　また、流動資産は前年度に比べ212,197千円（13.3％）増加している。これは主に、現金預金が

212,646千円（13.8％）増加したことによるものである。

　負債勘定は前年度に比べ313,539千円（3.9％）減少し7,775,035千円を計上している。

　主なものは、固定負債で企業債3,158,405千円、流動負債で翌年度返済すべき企業債316,987千

円、繰延収益で4,037,228千円を計上したためである。

　資本勘定は7,923,174千円で、前年度に比べ227,257千円（3.0％）増加している。

　これは、一般会計からの出資金35,183千円と前年度の純利益118,709千円を資本金へ計上したこ

とにより増となったためである。



　　　　　　　　　　（単位　：　千円）　　 　　　（単位　：　千円）

　　

　　　　　（単位　：　千円）

件数

2

1

1

4

　　

　本年度の建設改良事業は、石綿セメント管更新事業２件、市道改良関連事業１件、教育
施設改築関連事業１件、計４件（前年度比４件減）210,375千円（前年度比35,156千円減）の
工事を実施している。
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合　　　計 210,375

3,475,392

地方公共団体金融機構

合　　　　計

令和５年度償還額

231,719

令和４年度末残高

2,747,606

935,631

令和５年度発行額

143,700

0

143,700

５　企業債

６　建設改良事業等

市道改良関連事業
市道大柳高子線道路改良関連配水管布設替工
事

12,540

区　　分 工　　事　　名

119,826

351,545

　企業債は、本年度は２件143,700千円借入している。償還額は351,545千円で、残高は前
年度に比べ207,845千円減少している。
　本年度の企業債は「財務省財政融資資金」からの借入れで、借入条件が期間30年、利率
1.4％である。

3,683,237

借　　入　　先

財務省財政融資資金

令和５年度末残高

2,659,587

815,805

教育施設改築関連事業 伊達小関連市道根岸線配水管布設替工事 16,643

金　額

石綿セメント管更新事業
保原地域石綿セメント管更新事業
　下野崎地内配水管布設替工事
　大割地内配水管布設替工事

181,192



　　　　　　　　　　（単位　：　千円）　　

　水道料金等の過年度未収金は前年度7,340千円に比べ922千円減少し、6,418千円となってい
る。

　毎月、１か月以上未納のある使用者に対し納付催告を行うとともに、納付しない者に対しては一
時的に給水を停止し納付を促し、回収に努めている。
　引き続き未収金の回収・整理の努力が必要である。
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（参考　：　現年度＋過年度） 98.21 0.0698.15

870

水道料金未
収金

手数料未収
金

過年度　計

6,418

0

6,418

令和４年度

4,049

21,467

98.60

　現年度調定額は前年度を7,681千円下回り、収納率は98.60％と前年度より0.01ポイント上回っ
ている。

△ 7,681

△ 7,500

△ 181

0.01

167

927

0

927

令和４年度

1,537,324

1,515,676

21,648

98.59

合　　計

405

0

405

未収加入金 0 0

0

比　　　　較

７　水道料金収納状況

　（１）　水道料金収納率（現年度）

　（２）　過年度未収金

区　　分

区　　　　　分

調　　　　定　　　　額

収　　　　入　　　　額

未　　　　収　　　　額

収納率（％）　（現年度）

令和５年度

167

0

1,529,643

1,508,176

（単位　：　千円）

（単位　：　千円）

0 0 0 0

平成30年度以前

4,049

0

令和２年度 令和元年度令和３年度

870



　　　

　　　　

①　平成22年１月に開始したコンビニエンスストアにおける収納取り扱いは順調な伸びを示し、

令和５年度は納付書発行件数の52.4％、金額にして40.0％に及んでいる。コンビニエンスストア

における収納率は前年度に比べ件数で2.2ポイント上回り、金額でも2.8ポイント上回った。

②　口座振替依頼件数は232,711件で前年度に比べ498件減少しており、振替率も依頼件数の

96.8％と前年度に比べ0.2ポイント下回った。

　令和５年度も、振替納付を積極的に推進するべく啓発を行った。

　口座振替は最も効率的で低コストであり、納付者にとっても安全で確実に納付できる方法のた

め、引き続き口座振替の推進に取り組んでいく必要がある。

(３）　コンビニエンスストアにおける収納状況　
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37.2%

金　額　（千円）

380,905

152,197

40.0%

件　数

54,640

27,412

50.2%　コンビニ収納率 52.4%

令和４年度

　納付書発行

　内　コンビニ収納

金　額　（千円）

378,947

141,121

件　数

56,360

29,528

令和５年度



経営指数の推移

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

経常収支比率 109.82% 110.46% 108.35% 107.53% 111.99%

料金回収率 101.47% 103.14% 101.04% 98.05% 103.98%

有形固定資産減価償却率 45.04% 46.65% 48.04% 49.57% 51.15%

　経営の健全化を示す経常収支比率は、人件費、委託料、工事請負費等の減により費用が減

少し前年度に比べ4.46ポイント増の111.99％となり、健全経営の水準とされる100％を上回ってい

る。

　料金水準の妥当性を示す料金回収率は、前年度と比べ5.93ポイント増の103.98％となり、事業

に必要な費用を給水収益で賄える100％を上回る数値となっている。

　有形固定資産減価償却率は償却対象資産の減価償却の状況を示すものであるが、今年度は

前年度に比べ1.58ポイント増の51.15％である。

８　経営指標

12
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９　　意　見

　令和５年度末の給水戸数は前年度を169戸上回り21,289戸となったが、給水人口は52,216人で582人の減

となった。

　年間総配水量は前年度に比べ5,440㎥（0.1％）増加したが、年間有収水量は116,716㎥（2.3％）減少し、有

収率は2.12％下降の87.15％となった。

　経営成績を前年度と比較してみると、営業収益は有収水量の減少により、前年度に比べ6,723千円（0.5％）

減となった。営業費用は総係費の減少等によ り、営業費用全体で68,294千円（4.6％）減となり、前年度に比

べ61,571千円の増益となった。

　営業外収益は、補助金27,205千円（31.1％）、雑収益1,211千円（15.5％）、長期前受金戻入5,504千円

（3.6％）が減少となり、加入金7,330千円（21.5％）、受取利息及び配当金1千円（4.0％）が増加となったが、前

年度に比べ 26,589千円（9.5％）の減少となった。営業外費用61,099千円を差し引いた利益は193,360千円と

なり、営業損失額15,558千円を加えた結果177,802千円の経常利益となっている。

　さらに、特別利益として14,272千円を計上した結果、当年度は192,074千円 の純利益となった。これに前年

度繰越利益剰余金69,787千円を加えた当年度未処分利益剰余金は261,861千円となった。しかし、資本的収

支は建設改良事業や企業債償還 のため407,663千円の支出超過となっており、内部留保資金により補てん

している。

　本年度の１㎥当たりの供給単価は前年度より5.16円上がり278.09円、給水原価は前年度より10.92円下が

り267.45円を示している。

　水道料金未収額は現年度で21,467千円と前年度に比べ181千円の減となった。収納率は98.60％で前年度

に比べ0.01ポイント上回っている。過年度未収金は6,418千円と前年度に比べ922千円減少したが、今後も未

収金の解消が課題である。

　経営指標については、経常収支比率が111.99％と健全経営の水準とされる100％を上回っている。また、

料金水準の妥当性を示す料金回収率は103.98％と事業に必要な費用を給水収益で賄える100％を超えるも

のである。有形固定資産減価償却率は償却対象資産の減価償却の状況を示すものであるが、51.15％と更

新需要のピークを迎えていないため、基幹管路の更新を優先的に実施しているが、現在の経営状況を維持

しつつ引き続き計画的な施設更新を行っていただきたい。

　水需要は人口減少などから今後も大幅な増加は見込めないことから、漏水対策等の施策強化により、有

収率の向上、収益の確保に取り組んでいただきたい。

　終わりに、今後も利用者の視点から水道事業を見つめ、更なる効率的な事業執行と業務体制の確立に取

り組むことを強く望むとともに、引き続き市民への安全・安心で美味しい水の提供とライフラインの確保に努

めていただきたい。



【下水道事業会計】



はじめに

１　業務概要

増　　減 増減率　（％）

6,873 6,712 161 2.4

21,918 22,029 △ 111 △ 0.5

16,669 16,539 130 0.8

76.05 75.08 0.97 1.3

年　　間 1,561,830 1,563,122 △ 1,292 △ 0.1

1日平均 4,267 4,283 △ 16 △ 0.4

　下水道事業について、市民の生活環境の向上を図るとともに、事業の透明性の向上、経営

の健全化及び効率的で安定的な事業経営を行うことを目的に、令和２年４月１日から公営企

業法の財務規定等を適用されている。

接続率　（％）

有収水量（㎥）

14

項　　　　　目 令和５年度

水洗化戸数　（戸）

汚水処理区域内人口　（人）

水洗化人口　（人）

令和４年度
前年度比較



予　算　額 決　算　額 増　減　額 執行率（％）

737,951 758,262 20,311 102.8

299,494 306,423 6,929 102.3

438,452 442,891 4,439 101.0

5 8,948 8,943 178,960.0

　　　　　　　　（単位　：　千円）

予　算　額 決　算　額 繰　越　額 不　用　額 執行率（％）

731,508 690,501 0 41,007 94.4

　営業費用 636,813 605,139 0 31,674 95.0

　営業外費用 93,692 85,362 0 8,330 91.1

　特別損失 3 0 0 3 0.0

　予　備　費 1,000 0 0 1,000 0.0

（単位　：　千円）

科　　　　　目

　収益的支出の決算額は690,501千円（執行率94.4％）となっている。

２　予算執行状況

（１）　収益的収支

科　　　　　目

　下水道事業収益

　収益的収入の決算額は予算額を20,311千円上回る758,262千円（執行率102.8％）となってい
る。

収益的支出（税込）

収益的収入（税込）
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（注）　下水道事業費用の決算額中、仮払消費税及び地方消費税は25,345千円である。

　営　業　収　益

　営　業　外　収　益

　特　別　利　益

（注）　下水道事業収益の決算額中、仮受消費税及び地方消費税は28,207千円である。

下水道事業費用



予　算　額 決　算　額 増　減　額 執行率（％）

　資本的収入 348,447 346,461 △ 1,986 99.4

302,300 299,300 △ 3,000 99.0

39,351 39,351 0 100.0

6,795 7,810 1,015 114.9

1 0 △ 1 0.0

予　算　額 決　算　額 繰　越　額 不　用　額 執行率（％）

730,009 715,056 0 14,953 98.0

建設改良費 73,988 59,060 0 14,928 79.8

企業債償還金 655,871 655,860 0 11 100.0

その他資本的支出 150 136 0 14 90.7

（単位　：　千円）

（単位　：　千円）

（２）　資本的収支

科　　　　　目

　企　業　債

　補　助　金

　資本的収入は予算額を1,986千円下回る346,461千円（執行率99.4％）となっている。　　

資本的収入（税込）

資本的支出（税込）
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（注）　資本的支出の決算額中、仮払消費税及び地方消費税は3,917千円である。

その他資本的収入

　資本的支出の決算額は715,056千円（執行率98.0％）である。

　負　担　金

科　　　　　目

　資本的支出

　資本的収入額346,461千円が資本的支出額715,056千円に対し不足する額368,595千円につ
いては、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額2,863千円、当年度分損益勘定留
保資金206,617千円、繰越利益剰余金処分額159,115千円を補てんしている。



収益状況（税抜） 　　　　　　　　（単位　：　千円）

増　減 伸率（％）

278,614 278,383 231 0.1

278,086 278,127 △ 41 △ 0.0

0 0 0 0.0

0 0 0 0.0

528 256 272 106.3

586,049 599,374 △ 13,325 △ 2.2

54,653 67,873 △ 13,220 △ 19.5

0 0 0 0.0

46,694 46,380 314 0.7

113,005 113,099 △ 94 △ 0.1

368,260 366,618 1,642 0.4

3,437 5,404 △ 1,967 △ 36.4

0 0 0 0.0

△ 307,435 △ 320,991 13,556 4.2

442,493 480,697 △ 38,204 △ 7.9

3 3 0 0.0

232,266 254,586 △ 22,320 △ 8.8

10,000 15,000 △ 5,000 △ 33.3

0 0 0 0.0

196,233 197,190 △ 957 △ 0.5

3,991 13,918 △ 9,927 △ 71.3

79,108 86,357 △ 7,249 △ 8.4

78,151 84,292 △ 6,141 △ 7.3

0 0 0 0.0

957 2,065 △ 1,108 △ 53.7

55,950 73,349 △ 17,399 △ 23.7

8,948 43,318 △ 34,370 △ 79.3

0 0 0 0.0

64,898 116,667 △ 51,769 △ 44.4

391,720 275,053 116,667 42.4

0 0 0 0.0

456,618 391,720 64,898 16.6
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３　　経営成績

科　　　　　目 令和５年度 令和４年度
前年度比較

　営　業　収　益

　公共下水道使用料

　他会計負担金

　受託工事収益

　その他営業収益

  営　業　費　用

　管　　渠　　費

　受　託　事　業　費

　総　　係　　費

　流域下水道管理費

　減　価　償　却　費

　資　産　減　耗　費

　その他営業費用　

　営　業　利　益

　営　業　外　収　益

　受取利息及び配当金

　他会計補助金

　国　庫　補　助　金

消費税及び地方消費税還付金

　長期前受金戻入

　雑　　収　　益　

　営　業　外　費　用

支払利息及び企業債取扱諸費

　消費税及び地方消費税

　雑　　支　　出　

  その他未処分利益剰余金変動額

　当年度未処分利益剰余金

　経　常　利　益

　特　別　利　益

　特　別　損　失

　当年度純利益

　前年度繰越利益剰余金



　　

　

　有収水量１㎥当たりの処理単価は前年度より0.12円上昇し178.05円、処理原価（費
用）は変動なく165円であり、前年度と比べると0.12円収益が回復し、13.05円の収益増
加となっている。

（１）　営業損益

（２）　営業外損益

（３）　特別損益　・　最終損益

（４）　処理単価と処理原価

　営業収益は、前年度に比べ231千円（0.1％）増加し、278,614千円となった。
　主なものは公共下水道使用料278,086千円（年間有収水量1,561,830㎥）であった。
　営業費用は、前年度に比べ13,325千円（2.2％）減少し、586,049千円となった。減価
償却費368,260千円、管渠費54,653千円、総係費46,694千円、流域下水道管理費
113,005千円等であった。
　この結果、前年度に比べ営業利益は13,556千円増益だが307,435千円の損失となっ
た。

　営業外収益は、前年度に比べ38,204千円（7.9％）減少し、442,493千円となった。
　他会計補助金232,266千円、長期前受金戻入196,233千円、国庫補助金10,000千
円、雑収益3,991千円等であった。
　営業外費用は、前年度に比べ7,249千円（8.4％）減少し、79,108千円となった。支払
利息及び企業債取扱諸費が78,151千円、雑支出957円であった。
　この結果、前年度に比べ経常利益は17,399千円（23.7％）減益の55,950千円となっ
た。

　特別利益は、過年度損益修正益、その他特別利益により8,948千円となった。特別
損失の計上はなく、当年度純利益は64,898千円となった。
　当年度純利益に、前年度繰越利益剰余金391,720千円を加えた当年度未処分利益
剰余金は456,618千円となった。

年間総有収水量

年間総有収水量

汚水処理費（公費負担分を除く）

令和４年度 対前年度差

177.93 0.12

165.00 0.00

 (単位　：　円）

対象費用

使用料

18

区　　　分

処理単価

処理損益

令和５年度

178.05

13.05

処理原価

12.93 0.12

算　出　基　礎

165.00

処理単価－処理原価



増　減 伸率　（％）

12,339,012 12,655,044 △ 316,032 △ 2.5

　有形固定資産 11,020,426 11,293,853 △ 273,427 △ 2.4

　無形固定資産 1,314,698 1,357,303 △ 42,605 △ 3.1

　投資その他資産　 3,888 3,888 0 0.0

282,352 328,172 △ 45,820 △ 14.0

　現金預金 250,903 257,532 △ 6,629 △ 2.6

　未収金 33,729 73,613 △ 39,884 △ 54.2

  貸倒引当金 △ 2,280 △ 2,973 693 23.3

　貯蔵品 0 0 0 0.0

　その他流動資産 0 0 0 0.0

　資産合計 12,621,364 12,983,216 △ 361,852 △ 2.8

5,694,004 6,025,743 △ 331,739 △ 5.5

　企業債 5,645,514 5,969,202 △ 323,688 △ 5.4

　退職給付引当金 48,490 56,541 △ 8,051 △ 14.2

759,659 704,717 54,942 7.8

　企業債 663,088 655,859 7,229 1.1

　未払金 92,815 44,489 48,326 108.6

　賞与引当金 2,305 2,820 △ 515 △ 18.3

　法定福利費引当金 449 547 △ 98 △ 17.9

　預り金　 1,002 1,002 0 0.0

5,652,364 5,802,317 △ 149,953 △ 2.6

　長期前受金 6,417,148 6,372,935 44,213 0.7

　長期前受金収益化累計額 △ 764,784 △ 570,618 △ 194,166 △ 34.0

　負債合計 12,106,027 12,532,777 △ 426,750 △ 3.4

58,719 58,719 0 0.0

　自己資本金 58,719 58,719 0 0.0

　出資金 0 0 0 0.0

456,618 391,720 64,898 16.6

　資本剰余金 0 0 0 0.0

　利益剰余金 456,618 391,720 64,898 16.6

　 　資本合計 515,337 450,439 64,898 14.4

12,621,364 12,983,216 △ 361,852 △ 2.8
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４　　財政状況

科　　　　　目 令和５年度 令和４年度
前年度比較

（単位　：　千円）

　固　定　資　産

  流　動　資　産

　固　定　負　債　

　流　動　負　債

　繰　延　収　益

　資　本　金

　剰　余　金

　　　負債　・　資本合計



    　 

    　

　　

（１）　資　産

（２）　負債及び資本

　資産勘定は前年度に比べ361,852千円（2.8％）減少し12,621,364千円を計上している。固定資

産は前年度に比べ316,032千円（2.5％）減少し12,339,012千円を計上している。内訳として有形固

定資産11,020,426千円、無形固定資産1,314,698千円、投資その他資産3,888千円である。

　また、流動資産は前年度に比べ45,820千円（14.0％）減少して、282,352千円である。これは主

に、未収金が39,884千円（54.2％）減少したことによるものである。
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　負債勘定は前年度に比べ426,750千円（3.4％）減少し12,106,027千円を計上している。主なもの

は、固定負債で企業債5,645,514千円、流動負債で翌年度返済すべき企業債663,088千円、繰延

収益5,652,364千円を計上したためである。

　資本勘定は515,337千円で、前年度に比べ64,898千円（14.4％）増加している。

　これは、自己資本金58,719千円、当年度未処分利益剰余金456,618千円によるものである。



　　　　　　　　　　（単位　：　千円）　　

　　

　　　　　（単位　：　千円）

件数

1

1

５　　企業債

６　　建設改良事業等

（単位　：　千円）

　企業債は、本年度は5件339,400千円借入している。償還額は655,860千円で、残高は前年
度に比べ316,460千円減少している。
　本年度の企業債の借入先及び借入条件は、「地方公共団体金融機構」からの借入れが、
期間30年、利率1.40％で、「市中銀行等」からの借入れが、期間10年または20年、利率
0.80％である。

令和４年度末残高

1,769,642

2,055,117

2,345,591

6,625,062

454,712

借　　入　　先

財務省財政融資資金

地方公共団体金融機構

市中銀行等

合　　　　計

郵便貯金簡易生命保険管理・
郵便局ネットワーク支援機構

　本年度の建設改良事業は、管渠布設替工事１件（前年度比１件減）24,192千円（前年度比
42,420千円減）の工事を実施している。

金　額区　　分 工　　事　　名

公共下水道管渠布設替工事
（保原町字東野崎地内）

24,192管渠布設替工事

令和５年度償還額

137,896

147,854

294,299

655,860

75,811
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合　　　計 24,192

令和５年度末残高

1,631,746

1,925,763

2,372,192

6,308,602

378,901

令和５年度発行額

0

18,500

320,900

339,400

0



　　　　　　　　　　（単位　：　千円）　

   

　　

　下水道料金等の過年度未収金は前年度2,059千円に比べ329千円減少し、1,730千円となってい
る。

　毎月、１か月以上未納のある使用者に対し納付催告を行い、回収に努めている。
　引き続き未収金の回収・整理の努力が必要である。

７　　下水道料金収納状況

　（１）　下水道料金収納率（現年度）

　　（２）　過年度未収金

　現年度調定額は前年度を43千円下回ったが、収納率は89.56％と前年度を6.10ポイント上回っ
ている。

合　　計

区　　分

 (単位　：　千円）

（単位　：　千円）

0 0 0 0 0

平成３０年度以前

1,018

0

1,018

37

0

37

332

0

332

令和２年度 令和元年度令和３年度

213

0

213

未収下水道
使用料

その他営業
未収金

過年度・計

1,730

0

1,730

令和４年度

130

0

130

その他未収
金

0

5.38

令和４年度

305,940

255,343

50,597

83.46

85.23

比　　　　較

△ 43

18,619

△ 18,662

6.10
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　　（参考　：　現年度＋過年度）

令和５年度

305,897

273,962

31,935

89.56

90.61

区　　　　　分

　　　調　　　　定　　　　額

　　　収　　　　入　　　　額

　　　未　　　　収　　　　額

　　収納率（％）　（現年度）



耐用年数
　　（年）
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種類名 数量（基）部門名

８　　受贈財産等

　　本年度に寄附を受けた固定資産である。

　　（１）　寄附採納公共桝

取得価格（千円） 償却対象額（千円）

汚　水 927

927

107.84%

９　経営指標

　経営指数の推移

　有形固定資産減価償却率

927

927合　　　計 2.00

　下水道管渠 2.00

令和２年度 令和３年度 令和４年度

107.91%

令和５年度
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　経常収支比率

　経費回収率

　経営の健全化を示す経常収支比率は、維持管理費等の増加により前年度に比べ2.25ポイ
ント減少の108.41％であるが、健全経営の水準とされる100％を上回っている。
　料金水準の妥当性を示す経費回収率は、前年度と比べ0.07ポイント増加の107.91％とな
り、事業に必要な費用を事業収益で賄える100％を上回っている。
　有形固定資産減価償却率は償却対象資産の減価償却の状況を示すものであるが、今年
度は前年度に比べ2.49ポイント増加の9.92％である。

2.51% 4.98% 7.43% 9.92%

129.25% 123.08% 110.66% 108.41%

107.99% 108.38%
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　１０　　意　見

　令和５年度末の水洗化戸数は前年度より161戸増加し6,873戸となり、水洗化人口も16,669人で130人の増

となった。また、汚水処理区域内人口は21,918人で111人の減となった。

　水洗化接続率は76.05％であり、年間有収水量は前年度に比べ1,292㎥（0.1％）減少し1,561,830㎥となっ

た。

　経営成績は前年度と比較してみると、営業収益はその他営業費用の増加により、前年度に比べ231千円

（0.1％）増となった。営業費用は総係費314千円（0.7％）、減価償却費1,642千円（0.4％）が増加し、管渠費

13,220千円（19.5％）、流域下水道管理費94千円（0.1％）、資産減耗費1,967千円（36.4％）が減少し営業費用

全体で13,325千円（2.2％）減となり、前年度と比べ13,556千円の増益となった。

　営業外収益は、他会計補助金22,320千円（8.8％）、長期前受金戻入957千円（0.5％）、雑収益9,927千円

（71.3％）、国庫補助金5,000千円（33.3％）が減少し、前年度に比べ38,204千円（7.9％）の減少となった。 営

業外費用79,108千円を差し引いた利益は363,385千円となり、営業損失額307,435千円を加えた結果55,950

千円の経常利益となっている。

　さらに、特別利益として8,948千円を計上した結果、当年度は64,898千円 の純利益となった。これに前年度

繰越利益剰余金391,720千円を加えた当年度未処分利益剰余金は456,618千円となった。しかし、資本的収

支は建設改良事業や企業債償還のため368,595千円の支出超過となっており、内部留保資金より補てんし

ている。

　また、本年度の１㎥当たりの処理単価は前年度より0.12円上がり178.05円、処理原価は前年度同様165.00

円を示している。

　下水道料金未収額は現年度31,935千円と前年度と比べ18,662千円の減となった。

収納率は89.56％で前年度に比べ6.10ポイント上回っている。過年度未収金は1,730千円と前年度に比べ329

千円減少したが、今後も未収金の解消が課題である。

　経営指標については、経営収支比率が108.41％と健全経営の水準とされる100％を上回っている。

また、料金水準の妥当性を示す経費回収率は107.91％と事業に必要な費用を事業収益で賄える100％を上

回っている。有形固定資産減価償却率は償却対象資産の減価償却の状況を示すものであるが、9.92％と更

新需要のピークを迎えていないため、将来の更新需要に備え、現在の経営状況を維持しつつ引き続き計画

的な施設更新を行っていただきたい。

　本市の水洗化接続率は76.05％だが、依然低い水準にある。課題を分析し接続率の向上に取り組んでいた

だきたい。

　終わりに、今後も利用者の視点から下水道事業を見つめ、更なる効率的な事業執行と業務体制の確立に

取り組むことを強く望むとともに、引き続き市民生活の向上や環境改善に努めていただきたい。


